
令和8年第3回紀の川市議会定例会議案書

和歌山県紀の川市



諮問第2号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24
年法律第13 9号）第6条第3項の規定により、 議会の意見を求める。

住 所 紀の川

記

まつ だ しゅう いち

氏 名 松 田 修

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

人権擁護委員が、 令和8年12月31日任期満了となることに伴い、 松田修一君を人
権擁護委員の候補者として推薦するため。
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諮問第3号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24
年法律第13 9号）第6条第3項の規定により、 議会の意見を求める。

記

住 所 紀の川

督
鱈
素

ま
間誓名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
人権擁護委員が、 令和8年12月31日任期満了となることに伴い、 迫間素啓君を人

権擁護委員の候補者として推薦するため。
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諮問第4 号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24
年法律第13 9号）第6条第3項の規定により、 議会の意見を求める。

記

住 所 紀の川

06
博

緊
公

鱈
本

麟
岡名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
人権擁護委員が、 令和8年12月31日任期満了となることに伴い、 岡本公博君を人

権擁護委員の候補者として推薦するため。
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諮問第5号

人権擁護委員候補者の推薦について

下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいから、 人権擁護委員法（昭和24
年法律第13 9号）第6条第3項の規定により、 議会の意見を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名 小
さ
佐 古

望

浩

臼
志

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
人権擁護委員が、 令和8年12月31日任期満了となることに伴い、 小佐古

浩
志君を

人権擁護委員の候補者として推薦するため。
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議案第54 号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名
い
吉

疇
忠

賢
政

だ
田

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 吉田政忠君を池田財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第55号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
いわ つぼ じゅん じ

氏 名 岩 坪 純 司

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 岩坪純司君を池田財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第56号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名
は
橋疇向

るぉ
啓
と

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 高橋啓君を池田財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第5 7号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
認
忠賛

麟
村

詞
大名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 大村芳忠君を池田財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第58号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
じ
司菫

鱈
本言名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 松本圭司君を池田財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第5 9号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名 輩
ね
根

ひろし

博

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 根未博君を池田財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第6 0号

池田財産区管理委員の選任について

下記の者を池田財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名
しゃ

林
は ぎ

丁
ゅ
ク
ー賃

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
池田財産区管理委員の任期満了に伴い、 林秀行君を池田財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第61号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名
汀
歌

き
樹

繋
央

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 歌英樹君を田中財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第62号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

讐砧
号

鱈
本

認
榎名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 榎本喜之君を田中財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第63号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
叩
彦

髯
政

だ
田

さ
佐名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 佐田政彦君を田中財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第64 号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
じ
司

認
弘

せ
谷

は
長名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 長谷弘司君を田中財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第65号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
くす い ゆき はる

氏 名 楠 井 幸 治

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 楠井幸治君を田中財産区管理委員に選任する
ため。
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議案第66号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川
る
青
ま

n"

9

9
 閲

茂
賢
崎

ぉ
尾名氏

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 尾崎茂晴君を田中財産区管理委員に選任する

ため。
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議案第6 7号

田中財産区管理委員の選任について

下記の者を田中財産区管理委員に選任したいから、 紀の川市財産区管理会条例（平成
2 7年紀の川市条例第6号）第3条第1項の規定により、 議会の同意を求める。

記

住 所 紀の川

氏 名
麟
上

屈
序

つかさ
司

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

提案理由
田中財産区管理委員の任期満了に伴い、 岸上司君を田中財産区管理委員に選任するた

め。
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議案第68号

令和 7年度紀の川 市一般会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第6 9号

令和 7年度紀の川市土地取得事業特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市土地取得事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認
定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 7 0号

令和 7年度紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算の認定に
ついて

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、
議会の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 71号

令和 7年度紀の川市国民健康保険直営診療施設勘定特別会計歳入歳出決算
の認定について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第233条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市国民健康保険直営診療施設勘定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を
付けて、 議会の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 72号

令和 7年度紀の川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の
認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 73号

令和 7年度紀の川市介護保険事業勘定特別会計歳入歳出決算の認定につい
て

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市介護保険事業勘定特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会
の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 74 号

令和 7年度紀の川市財産区特別会計歳入歳出決算の認定について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第23 3条第3項の規定により、 令和 7年度
紀の川市財産区特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認定に付
する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（歳入歳出決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 75号

令和 7年度紀の川市水道事業会計における水道事業剰余金の処分及び決算
の認定について

地方公営企業法（昭和2 7年法律第2 9 2号）第32条第2項の規定により、 令和 7
年度紀の川市水道事業剰余金の処分について、 議会の議決を求める。 また、 同法第3 0 
条第4 項の規定により、 令和 7年度紀の川市水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を
付けて、 議会の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 76号

令和 7年度紀の川市工業用水道事業会計における工業用水道事業剰余金の
処分及び決算の認定について

地方公営企業法（昭和2 7年法律第2 9 2号）第32条第2項の規定により、 令和 7
年度紀の川市工業用水道事業剰余金の処分について、 議会の議決を求める。 また、 同法
第3 0条第4 項の規定により、 令和 7年度紀の川市工業用水道事業会計決算を別紙監査
委員の意見を付けて、 議会の認定に付する。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 7 7号

令和 7年度紀の川市下水道事業会計決算の認定について

地方公営企業法（昭和2 7年法律第2 9 2号）第3 0条第4 項の規定により、 令和 7
年度紀の川市下水道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて、 議会の認定に付す
る。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（決算書及び監査委員の意見書別紙添付）
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議案第 78号

工事請負契約の一部変更について

令和 7年第2回紀の川市議会定例会において議決を経た市道尾嶋大岩線道路災害復旧
工事請負契約の一部を下記のとおり変更するため、 議会の議決に付すべき契約及び財産
の取得又は処分に関する条例（平成1 7年紀の川市条例第62号）第2条の規定によ
り、 議会の議決を求める。

3. 契約の金額

令和8年8月28日提出

提案理由

記

金188, 8 04 , 0 0 0円

紀の川市長 岸 本 健

運搬経路及び足場の見直しに伴い、 契約金額を変更するため。

- 29 -



議案第 7 9号

紀の川市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正につい
て

紀の川市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成1 7年紀の川市条例第
1 3号）の一部を別紙のとおり改正するものとする。

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和8年総務省令第86号）の施行に伴
い、 条例の一部を改正するため。

- 30 -



紀の川市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成1 7年紀の川市条例第13号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部
分は、 次の表中下線の部分である。

改 正 ‘’ 

目IJ 改 正 後

3

1
 

（登録）
第4 条 市長は、 認可地縁団体印鑑の登録の申請があったときは、

当該申請書に記載されている事項及び押印された個人印鑑の印影
を当該認可地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第2 9号）第21条第2項 の規定により作成された台帳
（以下「地縁団体登録台帳」という。 ）の記載事項並びに個人印
鑑に係る印鑑登録証明書の記載事項及び印鑑と照合するほか、 必
要な事項を審査の上、 認可地縁団体印鑑登録原票により登録する
ものとする。
（代理人による申請）

第12条 地方自治法施行規則第1 9条第1項第1号卜 に規定す
る代理人を置いている認可地縁団体にあっては、 委任の旨を証す
る書面を添付し、 当該代理人によりこの条例の規定に基づく申請
をすることができる。 この場合において、 第3条第1項中「認可
地縁団体印鑑登録予定者」とあるのは「認可地縁団体印鑑登録予
定者の代理人」と、 第 7条第1項及び第 9条中「認可地縁団体印
鑑登録者」とあるのは「認可地縁団体印鑑登録者の代理人」と読

（登録）
第4 条 市長は、 認可地縁団体印鑑の登録の申請があったときは、

当該申請書に記載されている事項及び押印された個人印鑑の印影
を当該認可地縁団体につき地方自治法施行規則（昭和22年内務
省令第2 9号）第18条の3第1項の規定により作成された台帳
（以下「地縁団体登録台帳」という。 ）の記載事項並びに個人印
鑑に係る印鑑登録証明書の記載事項及び印鑑と照合するほか、 必
要な事項を審査の上、 認可地縁団体印鑑登録原票により登録する
ものとする。
（代理人による申請）

第12条 地方自治法施行規則第18条の3第1項第 7号に規定す
る代理人を置いている認可地縁団体にあっては、 委任の旨を証す
る書面を添付し、 当該代理人によりこの条例の規定に基づく申請
をすることができる。 この場合において、 第3条第1項中「認可
地縁団体印鑑登録予定者」とあるのは「認可地縁団体印鑑登録予
定者の代理人」と、 第 7条第1項及び第 9条中「認可地縁団体印
鑑登録者」とあるのは「認可地縁団体印鑑登録者の代理人」と読



改 正 ‘’ 

目IJ 改 正 後
み替えるものとする。 み替えるものとする。

附 則
この条例は、 令和8年1 0月1日から施行する。

3
2
 



議案第8 0号

紀の川市保育料徴収条例の一部改正について

紀の川市保育料徴収条例（平成2 7年紀の川市条例第3号）の一部を別紙のとおり改
正するものとする。

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方税法等の一部を改正する法律（令和8年法律第2号）及び児童福祉法等の一部を
改正する法律（令和 7年法律第2 9号）の施行等に伴い、 条例の一部を改正するため。

- 33 -



紀の川市保育料徴収条例の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

紀の川市保育料徴収条例（平成2 7年紀の川市条例第3号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分であ
る。

3
4
 

改 正 目‘’

IJ 改 正 後
紀の川市保育料徴収条例 紀の川市保育料等徴収条例

（趣旨） （趣旨）
第1条 この条例は、 子ども・子育て支援法（平成24 年法律第6 第1条 この条例は、 子ども・子育て支援法（平成24 年法律第6

5号。 以下「法」という。 ）その他関係法令の規定に基づき、 特 5号。 以下「法」という。 ）その他関係法令の規定に基づき、 特
定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 定教育・保育施設、 特定地域型保育事業及び乳児等通園支援事業
の利用に関し、 利用者が負担する費用等について必要な事項を定 の利用に関し、 利用者が負担する費用等について必要な事項を定
めるものとする。 めるものとする。
（保育料） （保育料）

第3条 保育料は、 次の各号に掲げる教育・保育給付認定保護者の 第3条 保育料は、 次の各号に掲げる教育・保育給付認定保護者の
区分に応じ、 当該各号に定める額とする。 区分に応じ、 当該各号に定める額とする。

(1)教育・保育給付認定子どものうち、 次に掲げる者に係る教 (1)教育・保育給付認定子どものうち、 次に掲げる者に係る教
育・保育給付認定保護者 0円 育・保育給付認定保護者 0円
ア 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第21 3 ア 法第2 7条第1項

号。 以下「令」という。 ）第4 条第1項第1号に規定する教 に規定する教
育認定子ども 育認定子ども

イ 令 イ 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第21 3 



3
5
 

改 正 前
第4 条第1項第2号に規定する満

3歳以上保育認定子ども
(2) 略

別表第1（第3条関係）
保育料徴収基準額表
表 略
備考

1 略
2 この表における所得割（地方税法（昭和25年法律第22

6号）第2 92条第1項第2号に規定する所得割をいう。 ）
の計算については、 同法第314 条の 7、 第314 条の8及
び第314 条の 9並びに附則第5条第3項、 附則第5条の4
第6項、 附則第5条の4 の2第6項、 附則第5条の5第2項
及び附則第4 5条の規定は適用しないものとする。

3~ 7 略
保育料徴収基準額表
表 略

改 正 後
号。 以下「令」 という。 ）第4 条第1項第2号に規定する満
3歳以上保育認定子ども

(2) 略

別表第1（第3条関係）
保育料徴収基準額表
表 略
備考

1 略
2 この表における所得割（地方税法（昭和25年法律第22

6号）第2 92条第1項第2号に規定する所得割をいう。 ）
の計算については、 同法第314 条の 7、 第314 条の8及
び第314 条の 9並びに附則第5条第3項、 附則第5条の4
第5項 、 附則第5条の5第2項
及び附則第4 5条の規定は適用 しないものとする。

3~ 7 略
保育料徴収基準額表
表 略

附 則
（施行期日）

1 この条例は、 公布の日から施行する。



（紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関
する条例の一部改正）

2 紀の川市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関
する条例（平成2 7年紀の川市条例第31号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次の表中下線の部分である。

3
6
 

改 正 目ヽr LJ 改 正 後

別表第2（第4 条関係） 別表第2（第4 条関係）
機関 事務 特定個人情報 機関 事務 特定個人情報
略 略 略 略 略 略

5市長 略 略 5市長 略 略
6市長 公営住宅法（昭 略 6市長 公営住宅法（昭 略

和26年法律第 高齢者の医療の確保に関する法律による 和26年法律第 高齢者の医療の確保に関する法律による
1 9 3号）によ 後期高齢者医療に関する情報（以下「後 1 9 3号）によ 後期高齢者医療に関する情報（以下「後
る公営住宅の管 期高齢者関係清報」という。 ）であって る公営住宅の管 期高齢者関係情報」という。 ）であって
理に関する事務 規則で定めるもの 理に関する事務 規則で定めるもの
であって規則で 紀の川市保育料徴収条例 （平成2 7年 であって規則で 紀の川市保育料等徴収条例（平成2 7年
定めるもの 紀の川市条例第3号）による保育料に関 定めるもの 紀の川市条例第3号）による保育料に関

する情報（以下「保育料関係情報」とい する情報（以下「保育料関係情報」とい
う。 ）であって規則で定めるもの う。 ）であって規則で定めるもの

略 略
略 略 略 略 略 略



議案第81号

紀の川市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例の制定に
ついて

紀の川市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり制定
するものとする。

令和8年8月28日提出

提案理由

紀の川市長 岸 本 健

地方自治法の一部を改正する法律（令和6年法律第65号）が令和8年 9 月24 日か
ら施行されることに伴い、 条例の一部を改正するため。

- 37 -



紀の川市水道事業の設置等に関する条例等の一部を改正する条例

令和 年 月 日
条例第 号

（紀の川市水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第1条 紀の川市水道事業の設置等に関する条例（平成1 7年紀の川市条例第18 7号）の一部を次のよ う に改正する。 なお、 改正部分は、

次の表中下線の部分である。

3
8
 

改 正 目‘ ’IJ 改 正 後
（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律 第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律
第6 7号）第24 3条の2の8第8項の規定により各事業の業務 第6 7号）第24 3条の2の 9第8項の規定により各事業の業務
に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ
ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 0万円以上 ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 0万円以上
である場合とする。 である場合とする。

（紀の川市工業用水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第2条 紀の川市工業用水道事業の設置等に関する条例（平成1 7年紀の川市条例第188号）の一部を次のよ う に改正する。 なお、 改正部

分は、 次の表中下線の部分である。
改 正 則‘ ’ 改 正 後

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）
第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律 第6条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律

第6 7号）第24 3条の2の8第8項の規定により、 工業用水道 第6 7号）第24 3条の2の 9第8項の規定により、 工業用水道
事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同 事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同
意を得なければならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 意を得なければならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1



改 正
0万円以上である場合とする。

前 改 正
0万円以上である場合とする。

後

（紀の川市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）
第3条 紀の川市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年紀の川市条例第15号）の一部を次のように改正する。 なお、 改正部分は、 次

の表中下線の部分である。

3
9
 

改 正 目
ヽ IJ r 改 正 後

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）
第5条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律 第5条 法第34 条において準用する地方自治法（昭和22年法律

第6 7号）第24 3条の2の8第8項の規定により各事業の業務 第6 7号）第24 3条の2の 9第8項の規定により各事業の業務
に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ に従事する職員の賠償責任の免除について、 議会の同意を得なけ
ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 0万円以上 ればならない場合は、 当該賠償責任に係る賠償額が1 0万円以上
である場合とする。 である場合とする。

附 則
この条例は、 公布の日から施行する。



議案第82号

令和8年度紀の川市一般会計補正予算（第3号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市一般会計補正予算（第3号）について、 議会の議決を求める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 40 -



議案第83号

令和8年度紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第1号）に
ついて

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求
める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 4 1  -



議案第8 4 号

令和8年度紀の川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 42 -



議案第85号

令和8年度紀の川市介護保険事業勘定特別会計補正予算（第1号）につい
て

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市介護保険事業勘定特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求め
る。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 43 -



議案第86号

令和8年度紀の川市財産区特別会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市財産区特別会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 44 -



議案第8 7号

令和8年度紀の川市水道事業会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市水道事業会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）

- 45 -



議案第88号

令和8年度紀の川市下水道事業会計補正予算（第1号）について

地方自治法（昭和22年法律第6 7号）第21 8条第1項の規定により、 令和8年度
紀の川市下水道事業会計補正予算（第1号）について、 議会の議決を求める。

令和8年8月28日提出

紀の川市長 岸 本 健

（予算及び予算に関する説明書別紙添付）
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